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給付該当の申請に対する給付率 維持

成果 維持する

児童手当法に基づき実施する。

成果指標と目標値
を設定した理由

適正な支給事務の執行を行うため。

平成31年度の
実施方針

例年どおり実施 活動量 維持する コスト 下げる

成果 3,118 人 3,005 人 －
受給者数 維持

目標

成果 100.0 ％ 100.0 ％ －

目標 100.0 ％ 100.0

3,118 人 3,005 人 2,950 人

％ 100.0 ％

総事業費　Ａ＋Ｂ 円 711,816,519 700,343,840 719,073,840

市民１人当たりコスト 円 16,481 16,372

人件費　Ｂ 円 5,675,120 4,889,840 4,889,840

16,807

成果指標　アウトカム 方向 平成29年度 平成30年度 平成31年度

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト Ｈ31は予算額 一般財源 円 110,302,736 108,294,000 111,244,000

市債 円

その他特定財源 円

正規職員数 人 0.88 0.76 0.76

県支出金 円 107,531,998 105,840,000 108,660,000

決算（見込）額　Ａ 円 706,141,399 695,454,000 －

財源内訳

国庫支出金 円 488,306,665 481,320,000

補正予算 円 12,000 -54,707,000 －

合計 円 761,535,000 695,454,000

494,280,000

項　　目 単位 平成29年度 平成30年度 平成31年度

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

中学校卒業までの児童を養
育する者

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援する。

現状・課題

予算額

当初予算 円 761,523,000 750,161,000 714,184,000

714,184,000

子育てに係る経済的負担の軽減を図る。

市が行う理由
及びその根拠

法定受託事務 児童手当法

事務事業概要 中学校卒業までの児童を養育する者に対し児童手当を支給する。

平成31年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

児童手当法に基づき対象者に対し児童手当を支給する。 受給予定対象者数　2,950人

予算
体系

会計 一般会計 実施計画

款 ３款 民生費 未計上

項 ２項

目指す姿

目 ６目 児童手当費 合併前

政策 02 子育て支援の推進 係 子ども支援係
総合
計画
体系

基本政策 1 未来のふるさとを担う子どもたちを育むまちづくり 課・室 子育て課

施策 02 経済的支援の充実 内線電話 356

児童福祉費 実施期間

事務事業名 児童手当給付事業
目標設定日 平成31年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（平成31年度目標設定） 事務事業№ 030113

子ども部



活動内容 ４月 ５月 ６月

平成31年度　業務スケジュール

１月 ２月 ３月

次世代の社会を担う子ども1人ひとり
の育ちを社会全体で応援する観点か
ら、中学校修了前までの子どもを対
象に児童手当を支給する。

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

子ども部

課・室 子育て課

係 子ども支援係

事務事業名 児童手当給付事業

部・局

随時払、申請届等受付処理（毎月） 

▼定期支給 ▼定期支給 ▼定期支給 

▼支給状況報告 ▼支給状況報告 支給状況報告
▼国庫補助金交付申請 

▼現況届受付・審査入

▼県費負担金交付申請 

国庫交付金精算交付▼ 

県費負担金実績報告▼ 


